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い
ま
、
世
界
全
体
の
平
均
気
温
は
、
一
八
世

紀
の
産
業
革
命
前
よ
り
も   

o
C
ほ
ど
高

く
な
っ
て
い
ま
す
。
人
類
が
石
炭
、
石
油
な
ど
の

化
石
燃
料
の
消
費
に
よ
っ
て
大
量
の
二
酸
化
炭
素

（C
O

2

）
を
大
気
中
に
放
出
し
て
き
た
の
が
主
な

原
因
で
す
。
平
均
気
温
の
上
昇
に
よ
っ
て
、
世
界

各
地
の
降
水
パ
タ
ー
ン
も
変
わ
っ
て
し
ま
い
ま

し
た
し
、
北
極
の
氷
や
グ
リ
ー
ン
ラ
ン
ド
氷
床
な

ど
も
溶
け
は
じ
め
て
き
て
い
ま
す
。
サ
ン
ゴ
礁
し
ょ
う
な

ど
、
自
然
生
態
系
に
も
影
響
が
出
は
じ
め
ま
し

た
。
熱
波
、
干
ば
つ
な
ど
の
異
常
気
象
が
ひ
ん
ぱ

ん
に
な
り
、
台
風
や
ハ
リ
ケ
ー
ン
の
激
し
さ
は
増

し
て
い
ま
す
。
わ
が
国
で
も
わ
ず
か
な
気
温
の
変

化
が
自
然
生
態
系
や
農
業
な
ど
に
影
響
す
る
こ
と

が
わ
か
っ
て
い
ま
す
。

温
室
効
果
ガ
ス
と
は
、
大
気
中
のC

O
2

、
メ

タ
ン（C

H
4

）、 

亜
酸
化
窒
素（N

2 O

）、
ハ
イ

ド
ロ
フ
ル
オ
ロ
カ
ー
ボ
ン
類
（H

FC
s

）、
パ
ー
フ

ル
オ
ロ
カ
ー
ボ
ン
類
（P

FC
s

）、
六
フ
ッ
化
硫
黄

（S
F

6

）
な
ど
、
赤
外
線
を
吸
収
す
る
性
質
が
あ
る

ガ
ス
の
こ
と
で
す
。
こ
れ
ら
は
人
間
の
経
済
活
動

な
ど
に
と
も
な
っ
て
増
え
ま
す
し
、
森
林
の
伐ば
っ
さ
い採

な
ど
でC

O
2

の
吸
収
が
減
る
こ
と
で
も
増
加
し
て

い
き
ま
す
。

「温暖化」　する地球
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人口と排出量が増加し続ける社会（A2シナリオ）
経済発展と新技術導入による削減がバランスする社会（A1B）
効率よく資源の循環が行われる社会（B1）
大気中濃度が2000年のまま一定である場合
20世紀の記録
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気温の変化と

さまざまなシナリオにおける、将来の気温上昇の予測（IPCC第４次評価報告書から）　＊IPCC=気候変動に関する政府間パネル

　将来の社会についてさまざまなシナリオを想定しました。地球の平均気温は、2100年までに1980 ～ 1999年
よりも1.1 ～ 6.4 oC上昇すると予想されています。数度、気温が上がることで、熱帯域での食料生産は減少し、よ
り多くの人々が渇水と洪水に直面し、生態系が危機にひんし、疾病が増える可能性があるのです。経済的には、世界
のGDPの5 %を帳消しにしてしまうとも言われています。

将来のシナリオ

0.7
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「温暖化」　する地球

オ
ゾ
ン
層
は
、
地
上
か
ら   

〜      

上
空
の
成
層
圏
に
あ
り
、

太
陽
か
ら
く
る
有
害
な
紫
外
線
の
多
く
を
吸
収
し
て
、
地

上
の
生
態
系
を
守
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
人
間
の
経
済
活
動
に

よ
っ
て
フ
ロ
ン
な
ど
、
塩
素
を
含
む
化
学
物
質
が
大
気
中
に
排
出

さ
れ
た
こ
と
で
、
オ
ゾ
ン
層
の
破
壊
が
進
み
ま
し
た
。
オ
ゾ
ン
層

は
、
は
じ
め
は
二
〇
五
〇
年
前
後
に
は
回
復
す
る
だ
ろ
う
と
予

測
さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、
二
〇
〇
七
年
に
は
、
発
展
途
上
国
の

H
C

FC
排
出
量
の
急
激
な
増
加
傾
向
と
気
候
変
動
の
オ
ゾ
ン
層
へ

の
影
響
を
考
え
る
と
、
回
復
は
二
〇
六
五
年
ご
ろ
ま
で
遅
れ
る
お

そ
れ
が
あ
る
と
報
告
さ
れ
ま
し
た
。

一
九
八
七
年
の
「
モ
ン
ト
リ
オ
ー
ル
議
定
書
」
で
は
、
オ
ゾ

ン
層
破
壊
物
質
の
段
階
的
な
全
廃
を
義
務
づ
け
ま
し
た
。

そ
れ
ま
で
約   

万
t
生
産
さ
れ
て
い
た
オ
ゾ
ン
層
破
壊
物
質
は

一
九
九
五
年
末
の
先
進
国
の
全
廃
を
契
機
に
、
二
〇
〇
五
年
に

は
約   

万
t
ま
で
減
少
し
た
の
で
す
。
議
定
書
で
は
、H

C
FC

は
先
進
国
で
は
二
〇
二
〇
年
に
全
廃
、
途
上
国
で
は
二
〇
四
〇

年
に
全
廃
と
決
め
ら
れ
て
い
ま
し
た
が
、H

C
FC

は
冷れ
い
ば
い媒

ま
た

は
フ
ッ
素
化
学
品
の
原
料
と
し
て
た
い
へ
ん
有
用
な
の
で
、
途

上
国
で
は
京
都
議
定
書
に
定
め
ら
れ
た
＊
ク
リ
ー
ン
開
発
メ
カ
ニ

ズ
ム
（C

D
M

）
の
認
定
を
受
け
て
、
製
造
プ
ラ
ン
ト
を
新
設
し
、

H
C

FC

を
増
産
す
る
傾
向
に
あ
り
、
オ
ゾ
ン
層
へ
の
影
響
が
心
配

さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
、
二
〇
〇
七
年
九
月
に
、
途
上
国
に

お
い
て
も
段
階
的
削
減
を
導
入
し
か
つ
全
廃
を
十
年
前
倒
し
し
て

二
〇
三
〇
年
と
す
る
画
期
的
な「
モ
ン
ト
リ
オ
ー
ル
調
整
」が
採
択

さ
れ
た
の
で
す
。
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排
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／
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年 代

化石燃料由来のCO2
HFC類
HCFC類
CFC類

オゾン層への影響

フロン類の排出動向
　オゾン層破壊物質であるクロロフルオロカーボン（CFC）、ハイドロクロロフルオロカー
ボン（HCFC）とハイドロフルオロカーボン（HFC）の排出動向をCO2相当tに換算して、
化石燃料由来のCO2 の総量と比較したものです。1990年には約7.5 Gtあったフロン類
の排出量は、2000年には約2.5 Gtまで大きく減少しています。CFCの使用禁止はオゾ
ン層の回復だけでなく、温暖化防止にも大きく貢献することになります。

＊クリーン開発メカニズム（CDM）
　先進国と途上国が共同で温室効果
ガス削減プロジェクトを途上国で実
施し、そこで生じた削減分の全部ま
たは一部を先進国がクレジットとし
てもらい、自国の削減分として利用
することができる制度。

50

10
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180
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環境への負荷を調べる
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
ア
セ
ス
メ
ン
ト（
L
C
A
）と
は
、
製
品
の
製
造
か
ら
利
用
、
廃

棄
に
い
た
る
ま
で
、
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
全
体
で
の
環
境
へ
の
影
響
を
定
量
評
価

す
る
も
の
で
す
。
た
と
え
ば
、
そ
の
製
品
に
必
要
な
素
材
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
製
造
・
輸

送
か
ら
、
生
産
、
流
通
、
消
費
、
さ
ら
に
は
最
終
的
に
廃
棄
、
処
理
さ
れ
る
ま
で
の
製

品
の
生
涯（
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
）で
の
環
境
へ
の
負
荷
を
調
べ
、
影
響
を
評
価
し
、
環
境

負
荷
の
少
な
い
社
会
形
成
に
つ
な
げ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
ツ
ー
ル
の
ひ
と
つ
で
す
。

新しい「地球観測」システム
地
球
温
暖
化
対
策
の
第
一
歩
は
、
現
状
を
認
識
し
将
来
を
予
測
す
る
こ
と
に

あ
り
ま
す
。
二
〇
〇
三
年
の
G
8
サ
ミ
ッ
ト
で
、
全
球
地
球
観
測
に
関
す
る

国
際
協
力
の
強
化
が
う
た
わ
れ
た
こ
と
を
契
機
に
地
球
観
測
サ
ミ
ッ
ト
が
開
催
さ

れ
、G

EO
S
S

（
複
数
シ
ス
テ
ム
か
ら
な
る
全
球
地
球
観
測
シ
ス
テ
ム
）十
年
実
施
計

画
が
承
認
さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
い
ま
あ
る
観
測
シ
ス
テ
ム
を
維
持
し
な
が
ら
、

不
足
を
お
ぎ
な
う
新
し
い
観
測
シ
ス
テ
ム
や
セ
ン
サ
I
を
開
発
し
て
、
衛
星
観
測

と
現
場
観
測
を
統
合
し
た
地
球
観
測
シ
ス
テ
ム
を
国
際
協
力
に
基
づ
い
て
構
築
し
、

利
用
者
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
観
測
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
す
。

利用者に
わかりやすい
データ作成の
変換ツール

観測

利用者

● 衛星観測システム
● 現場観測システム
　（陸上・森林・海洋等）

（行政・研究・民間）

● 数値モデル

● データ同化
生データ

プロダクト
情報

観測要求 /評価

生データ
モデル
入力

モデル
出力

データ処理
システム
● 生データの加工
● プロダクト・
　 情報の作成

交換 /配付
システム
● 保存 /データベース
● 伝送ネットワーク
● ウェブページ

データの処理・交換・配付

GEOSSにおける国際的な地球観測システム構想

　下の表は、環境調和型のライフスタイルを5つに分類したもので、それぞれの支持率やライフスタイルのCO2

削減量を示しています。これによると「倹約型」を支持する消費者がもっとも多いのですが、その人たちは倹約
して得た資金で海外旅行に出かけるなどの環境負荷を増加させる行動（「リバウンド効果」に該当する）を取る
傾向がみられ、全体の削減効果を減らしてしまっています。
　このように、実質的な負荷削減効果とリバウンド効果のデータを考えることで、効率的な環境負荷削減につな
げていくことができます。

ライフスタイル エコライフ型 ネットワーク型 倹約型 伝統回帰型 サービス利用型

ライフスタイル・
イメージ

モノの所有・消費意
向自体は変わらない
が、購買対象がエコ・
プロダクツとなる

インターネットを用
いて、通勤などの移
動を極力せずに地域
に分散して暮らす

世間並みにこだわら
ずに普段の生活を切
りつめ、その分をレ
ジャーや自分の趣味
に使う

昔の暮らしの知恵を
活用し、無駄な消費
を抑えていく

モノを買いそろえ所有す
るのではなく、賃貸やレ
ンタル、サービス購入に
切り替える

支持率 17.0 ％ 19.2 ％ 32.2 ％ 18.6 ％ 3.5 ％

削減効果【A】
CO2（kg）/月 −102.3 −55.4 −76.9 −61.8 −27.5

リバウンド効果【B】
CO2（kg）/月 +29.7 +50.4 +32.9 +21.1 +1.7

削減効果【A−B】
CO2（kg）/月 −72.6 −5.0 −44.0 −40.7 −25.8
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CO2をとじこめる!!
温
室
効
果
ガ
ス
と
し
て
も
っ
と
も
量
が
多
いC

O
2

の
大
気
中
へ
の
放
出
を
お
さ

え
る
方
策
は
早
期
の
実
用
化
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
火
力
発
電
所
な
ど
か

ら
排
出
さ
れ
るC

O
2

を
回
収
し
て
、
地
中
や
海
洋
な
ど
に
長
期
的
に
隔か
く
り離
す
るC

C
S

（C
arbon dioxide C

apture and S
torage

）
技
術
は
、
大
気
中
のC

O
2

濃
度
の

増
加
を
お
さ
え
る
技
術
と
し
て
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
。

分離回収プラント

パイプ
ライン

圧入井

排ガス

沿岸の浅海底

単純な地質構造

シール層

超臨界CO2

深部塩水貯留層

1,000 ～2,000 m

　わが国で火力発電所などのCO2の大規模排出源が立地する大都市地域は、海岸沿いの平野部にあり、地下には
比較的単純な構造の若い地層が広がります。その深部の地層は、長期間にわたって停滞する、水資源として利用
できない水質（多くは塩水）の地下水に満たされています。CO2地中貯留技術は、このような深い地層中に気体
と液体の中間の性質を持ったCO2（体積が小さく粘性が低い超臨界CO2）を圧入することで大気からの隔離を行
おうとするものです。

温暖化の原因となる

太陽光発電の利用
地
球
温
暖
化
を
防
ぎ
、
持
続
可
能
な
社
会
を
実
現
す
る
た
め
に
欠
か
せ
な
い
エ

ネ
ル
ギ
ー
資
源
と
し
て
、
ク
リ
ー
ン
で
、
す
ぐ
に
は
尽
き
る
こ
と
の
な
い
太

陽
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
期
待
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。
太
陽
光
発
電
は
、
太
陽
光
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
を
直
接
電
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
変
換
す
る
シ
ス
テ
ム
で
、
タ
ー
ビ
ン
の
よ

う
な
動
く
部
分
が
な
い
た
め
保
守
・
管
理
が
容
易
で
あ
る
こ
と
、
電
卓
か
ら
大
規

模
発
電
所
ま
で
さ
ま
ざ
ま
な
規
模
・
形
態
で
の
応
用
が
可
能
で
あ
る
こ
と
な
ど
の

特
長
が
あ
り
ま
す
。

有機薄膜太陽電池

産総研つくばセン
ターのメガソーラ
発電の一部

CIGS太陽電池
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大地の熱の利用

エネルギーの貯蔵
・省エネルギー

 　通常、大地の温度は深度100 mで10数 ℃にな
ります。大地は自然の熱源の中で、冬季にはもっと
も高温の熱源のひとつで、夏季にはもっとも低温の
熱源のひとつです。大地の熱は建物の冷暖房や温水
プール、融

ゆうせつ

雪など、さまざまな用途に利用できます。
冷房に利用する場合にはヒートアイランド現象の
緩
か ん わ

和にも役立ちます。

　21世紀のエネルギー利用は、貯蔵技術が重要な鍵になると言われ
ています。いろりやだんろに火をともせば、調理や暖房の熱だけでな
く室内を柔らかく照らす光も得られるように、熱や光、電気、運動な
ど異なる形態のエネルギーを同時に得て利用できるようにする装置

（コージェネレーション・システム）の高効率化が研究・開発されてい
ます。

断熱材

蓄熱材

分離
断熱材

循環水

（単位：mm）

蓄
熱
部

発
核
部

1
7
9
4

1
6
3
0

φ348

（
6
0
）

（
1
7
3
4
）
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　上はエネルギーシステムの階層化と分散型エネルギーの導入を示した図です。エネルギーを
分散することで、膨大な排熱を最小限に抑えることができ、エネルギー自給率も向上します。

電力

ガス

熱

情報の流れ

既存システム
との調和

広域エリア 移動体
情報通信

モバイル機器

事業所
マイクロガスタービン

燃料電池

ローカルエリア

分散電源

基幹系統
小規模発電所 大規模発電所

大規模発電所

効果的なエネルギーの利用
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温暖化を防ぐために

バイオマス燃料

DME自動車
の開発

森林の保護・観測

〜前のページで紹介したほかにも、効果的なエネルギー利用について
　さまざまな研究開発が進められています〜

　森林は、太陽の光を受けると光合成により大気からCO2

を吸収します。同時に、土壌中の微生物の活動や植物の呼
吸によって常に大気へCO2を放出しています。森林の保護・
観測は、大気中CO2濃度の将来予測のためにも、CO2排
出量削減効果を知るためにも必要なことなのです。

　バイオマスは動植物に由来する有機物です。
エネルギー使用時にCO2を排出しますが、バイ
オマスは太陽エネルギーと水とCO2から作られ
ますので、地球上のCO2を新たに増加させるこ
とはありません。直接燃焼によって電気や熱を
発生させるだけでなく、ガス燃料や液体燃料に
効率よく転換することができます。

　新燃料普及の目的はクリーンな排気による大気汚
染対策や地球温暖化対策に加えて、エネルギーセ
キュリティー対策でもあるといえます。
　燃焼時にすすを発生せず、大型車用ディーゼル
エンジンに適用できるジメチルエーテル（DME）は、
都市環境負荷低減と石油依存度低減を主な目的とし
て、研究開発が進められています。
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温
暖
化
ガ
ス
の
排
出
の
抑
制
や
、C

O
2

の
吸
収
を
増
加
さ
せ
る
た
め
の
技
術
が
利
用
さ

れ
は
じ
め
て
い
ま
す
。
た
と
え
ば
、
高
効
率
な
電
灯
や
自
動
車
、
風
力
、
バ
イ
オ
マ
ス
、

原
子
力
、
地
熱
、
太
陽
光
な
ど
の
低
炭
素
発
電
技
術
、
メ
タ
ン
、
ち
っ
素
酸
化
物
の
発
生
を

回
避
す
る
技
術
、
森
林
破
壊
防
止
技
術
、
農
地
や
森
林
の
管
理
技
術
な
ど
で
す
。
ま
た
、
自

動
車
用
の
燃
料
電
池
、
太
陽
電
池
、
新
し
い
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
や
潮
力
・
波
力
エ
ネ
ル
ギ
ー

技
術
な
ど
が
開
発
中
で
す
。
こ
れ
ら
の
技
術
開
発
が
す
べ
て
う
ま
く
い
く
と
、
大
気
中
の
温

室
効
果
ガ
ス
濃
度
を    ppm

v

（C
O

2

換
算
、
現
在
は    ppm

v

）
程
度
に
安
定
化
さ
せ
る

こ
と
が
で
き
る
と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
を
達
成
す
る
に
は
二
〇
五
〇
年
ま
で
に
、
い

ま
よ
り
排
出
量
を
　 

%
も
減
少
さ
せ
る
必
要
が
あ
っ
て
、
み
ん
な
が
大
き
な
努
力
を
し
な
け

れ
ば
い
け
ま
せ
ん
。
で
も
、    ppm

v

レ
ベ
ル
で
安
定
し
て
も
、
平
均
気
温
は
約    

o
C
上

昇
し
ま
す
の
で
、
あ
る
程
度
は
影
響
を
受
け
る
こ
と
が
心
配
さ
れ
て
い
ま
す
。

さ
ま
ざ
ま
な
分
野
で
温
暖
化
を
緩
和
す
る
技
術
が
提
案
さ
れ
る
な
か
、　
そ
れ
ら
の
技
術

や
環
境
へ
の
影
響
に
つ
い
て
の
適
正
な
評
価
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
産
総
研
で
は
、

地
球
温
暖
化
対
策
に
関
連
し
た
政
策
立
案
や
政
策
遂
行
を
支
援
す
る
た
め
の
提
言
を
積
極
的

に
行
う
と
と
も
に
、
温
暖
化
防
止
と
そ
の
評
価
へ
の
貢
献
を
目
指
す
戦
略
目
標
を
か
か
げ
、

緩
和
技
術
や
そ
の
評
価
研
究
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
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